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研究成果の概要（和文）：　減量介入（教室）における指導回数および期間の充実が減量効果を大きくするが，指導回
数や指導期間を2倍に増やしても，減量効果も2倍になることはなかった．介入修了から1年間にわたる体重の維持には
，指導回数による影響はなかった．
　指導回数が10回程度，期間が1.5-3.0ヵ月を超えると，指導回数1回あたり，または単位時間あたりの減量幅は小さく
なる傾向と脱落率が増加する傾向がみられた．このことは，これ以上の指導回数，指導期間の増加は費用対効果や時間
対効果の低下を招く可能性が懸念された．やみくもに，指導回数や期間の延長をすべきでないないことが示唆された．

研究成果の概要（英文）：　The number of guidance sessions and periods in weight-loss intervention 
(weight-loss class) increased weight-loss. Although the number of guidance sessions or periods had 
doubled, the effect of weight-loss did not double. The number of guidance sessions did not affect the 
weight control over 1 year after the intervention.
　When the number of guidance sessions were more than 10 times and the intervention period was more than 
1.5-3.0 months, the amount of weight-loss per guidance session or per period decreased and dropout rate 
increased. Therefore, it was possible that increasing the number of guidance sessions to more than 10 
times or extending the intervention periods to more than 1.5-3.0 months resulted in decreased efficiency 
(cost-and time-effectiveness). This study suggested that it is not necessary to increase the number of 
guidance session or to extend the intervention periods blindly.
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１．研究開始当初の背景 
肥満予防や改善のための特色・特長あるプ

ログラム，確かな効果が得られるプログラム
が研究機関から報告されている．しかしなが
ら，市町村自治体や健康保険組合等で実施さ
れている特定保健指導を例に挙げると，その
実施率（参加対象者の完遂率）の低さから，
これらプログラムを有効に活用できていな
いことがうかがえる．その原因に，このプロ
グラムを用いて健康支援を行なう事業運営
側にかかる負担度（拘束時間，支援・指導ス
キルの必要性など）や経費（コスト）の情報
が無いこと，その負担度やコストの情報が無
くとも，それらが高いと推察されてしまうこ
とが障害となっていると考えられる． 
減量効果を高めるためには，教育的観点か

ら，指導回数や指導期間など教育条件・教育
方法を充実すべきであると推察できる．しか
しながら，成人を対象とした健康教育におけ
る教育条件・教育方法と体重減少効果との関
係について十分な根拠が得られているとは
言い難い．指導回数や期間が体重減少量に影
響するとの報告はなされているが，比較され
たすべての群で，提供された健康関連情報の
量や内容，指導・教育技法が統一されていた
かは明らかでない．これらの違いが体重減少
効果に影響を及ぼした可能性は否定できな
い．提供する健康関連情報の量や内容（質），
指導・教育条件や方法・技法を統一（均質に）
し，指導回数や期間のみ異なるプログラム
（教室）の体重減少量を比較することで，そ
れらの影響を検証する必要がある．さらには，
良好なプログラムは，脱落者数（率）といっ
た教育学的指標からも評価されるべきであ
る．体重減少量など医学生理学的指標だけに
留まらず，複数の指標から包括的な評価が，
必要である． 
一方で，教育条件・教育方法を充実させる

ことは，支援側の負担やコストの増加につな
がることが容易に推察できる．教育条件と体
重減少効果（医学的効果）・脱落率（教育的
効果），コストとの 3 者の関係について明ら
かにした報告や，これらの情報が示されたプ
ログラムはない．特長あるプログラムと言え
ども，科学的根拠の無いまま，（経験則で）
プログラムが作成され，教室が実施・展開さ
れていると言わざるを得ない．さらに研究機
関から報告されるプログラムは，潤沢な研究
費を利用しているため，コストや負担度など
については軽視され，充分な経済的評価や報
告がなされていない．支援事業の運営現場で
は，効果が大きいプログラムであっても，コ
ストや負担が大きくなるようなプログラム
やそのような情報が示されていないプログ
ラムを採択し，利用することはできない．汎
用性のある健康づくりプログラムを開発す
るため，特長あるプログラムを一般化（波及）
させていくためには，①指導回数や指導期間
など教育条件と効果（医学的効果と教育的効
果）との関係を明らかにすること，②プログ

ラムの有益性を体重減少など医学生理学的
指標に加え，コストや費用対効果など経済的
指標（経済的効果）の情報を示し，これらの
指標からも評価することが必要である． 
本研究では，直接コストや費用対効果の計

上，分析は行なうことは目的としないが，こ
れらに関わる指導頻度や期間を明瞭に示す
ことで，今後，プログラムを経済学的観点か
ら評価するための知見を得たい． 

 
２．研究の目的 
本研究では，以下の 2 点を目的とした． 

（1）指導回数や指導期間など教育条件と効
果との関係を明らかにすること． 
（2）プログラムの有益性を，体重減少など
医学生理学的指標に加え，脱落率といった教
育的指標について評価すること． 
 
３．研究の方法 
（1）参加者（対象者） 
 成人（20～64 歳）までの女性で，体格指数
（body mass index:BMI）が 25 以上の肥満ま
たは肥満でなくても，血圧高値（収縮期血圧
140mmHg 以上，拡張期血圧 90mmHg 以上，服薬
中であること，のいずれか１つに該当），脂
質異常（血中高比重リポたんぱくコレステロ
ール：high-density lipoprotein  cholest- 
erol:HDL-C の濃度が 40mg/dL 未満，血中低比
重 リ ポ た ん ぱ く コ レ ス テ ロ ー ル ：
low-density lipoprotein cholesterol: 
LDL-C の濃度が 140mg/dL 以上，中性脂肪の濃
度が 150mg/dL 以上，服薬中であること，の
うちいずれか 1 つ以上に該当），高血糖（空
腹時血糖の濃度が 110mg/dL 以上，または服
薬中であること，のいずれかに該当）を有す
ることや，これらの項目以外でも，医師から
「減量することが望ましい」と診断された者
を対象とした． 
 
（2）方法 
 指導回数や指導期間が減量効果に及ぼす
影響を明らかにするためには，提供する健康
関連の情報量や内容，提供の仕方（教授方法）
を，すべての健康教室で統一し，均質にしな
ければならない．そこで，指導（講義）時間
数をすべての教室で全 1440 分に統一するこ
とで，提供する健康関連の情報量や内容を統
制した．すべての教室で，主となる指導者を
同一人物の 1名とし，指導者の違いによる影
響が出ないよう配慮した．グループワークが
中心の講義をおこない，指導方法についても
統一した． 
 
①減量教室（群分け） 
指導回数，指導期間の異なる 4つの教室を

開催した．各教室の指導回数や期間，講義時
間数は表 1のとおりである． 
 減量教室では，参加者のエネルギー摂取量
の目標値を 1日 1,200kcal に設定し，四群点
数法を用いて，各栄養素の摂取状況を良好に



維持するよう努めた．参加者が各個人でエネ
ルギー摂取量の計算および各栄養素の摂取
が良好に維持できるよう支援した．その支援
方法は，グループワーク（ディスカッション，
ロールプレイなどといったアクティブラー
ニング）を主とする集団・講義形式と，食事
日記に助言を記入する個人指導形式とした． 
 集団講義，個人指導には，このような指導
に長けた研究者や管理栄養士が中心となっ
て実施した． 
 
 

表 1 各教室（群）の指導回数と期間 
 
 
 
 
 
 
 
 
②分析項目とその方法 
 分析項目は，医学生理学的指標として，年
齢，身長，体重，BMI，腹囲（へそ位），体脂
肪率，収縮期血圧，拡張期血圧，血中中性脂
肪濃度，血中 HDL-C 濃度，血中 LDL-C 濃度，
空腹時血糖濃度とした．体脂肪率の測定には
バイオインピーダンス計を用いた．血中の中
性脂肪，HDL-C，LDL-C および血糖濃度の測定
には，簡易式自己検査装置を用いた．それぞ
れ，教室参加前と教室修了直後に測定をおこ
なった． 
加えて，脱落者数（率）と教室修了後から

1 年後の体重（体重維持効果）を調査した．
脱落者とは，教室修了直後の測定に参加しな
かった，または講義受講回数が 50%未満の者
とした．体重維持効果の調査は，調査・質問
用紙を郵送し，調査用紙到着の直近 1ヵ月前
後の体重を自己申告してもらった． 
 
③統計処理 
 医学生理学的指標における各群間の有意
差検定には，対応の無い一元配置分散分析を
用い，有意性が認められた項目については，
Bonfferoni の多重比較検定を施した． 
各群それぞれの教室開始前から修了直後

における変化の有意性については，対応のあ
る t検定を施した．なお，時間（教室開始前
から修了直後にかけて）と群を要因とする繰
返しのある二元配置分散分析を用いて，変数
の変化の群間差（交互作用）を検討し，有意
な交互作用が認められた際は，Bonfferoni の
多重比較検定を施した． 
これらの統計処理は，intension to treat

分析を施し，結果はすべて平均値±標準偏差
で表した． 
脱落者数（率）の群間比較についてはχ2

検定を用いて検証した． 
統計的有意水準は 5％未満（P<0.05）に設

定した． 

４．研究成果 
（1）結果 
①体重減少量について 
 すべての群において，教室参加前から教室
修了直後にかけて有意な体重減少が認めら
れた．1.5 ヵ月の教室（群）よりも 3 ヵ月の
教室のほうが，僅かに体重減少量が大きくな
る傾向が見られ，6 ヵ月の教室が最も体重減
少量が小さくなる傾向が見られたが，有意な
交互作用は認められなかった（すべての群の
体重減少量に有意な群間差はなかった）（表
2）． 
 
 

表 2 医学生理学的指標の変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②脱落者数（率）について 
 脱落者数（率）に有意な群間差は認められ
なかったが，指導期間が延長すると脱落者数
（率）が増加する傾向にあった．さらには，
希望する教室（群）を選択し，その教室に参
加できた者と，希望しない教室（群）に割り
当てられた者では，指導回数の多い教室ほど
脱落者数（率）が有意に高くなることが認め
られた（χ2検定; 1.5m-1/w, 3m-1/w，3m-2/w
の希望通りの教室に参加した群 ＜ 3m-2/w
の希望しない教室に参加した群，P<0.05）（表
3）． 
 
 



表 3 脱落者数および脱落率 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
③体重の維持効果について 
 減量教室修了後の体重維持効果調査がで
きたのは．3m-1/w 群の 21名，3m-2/w 群の 17
名であり．このうち回答が得られたのは， 
3m-1/w 群から 10 名， 3m-2/w 群から 15 名で
あった．3m-2/w 群のうち，5名が希望外だっ
た者，10 名が希望通りの教室に通えた者だっ
た． 
 指導回数の多寡は，体重の維持効果に影響
を及ぼさなかった（変化量に有意な差はなか
った）が，希望通りの教室に通えた場合，指
導回数の多いほうが維持効果は良好であり，
希望通りでない教室に通った場合，指導回数
が多くても体重維持効果は悪化する傾向が
みられた（図 1）． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 1 教室修了から 1年後の体重変化量 

 
 
（2）結論 
 教育条件を充実させると体重減少量は大
きくなる傾向が見られたが，一定以上（本研
究では，指導回数は 10 回程度，指導期間は
1.5～3ヵ月程度）の充実を図っても，さらな
る大きな効果は認められず，1 年後の体重維
持効果にも良好な影響（体重を維持できる，
または更なる体重減少がある）は無いばかり
か，居介入期間中の脱落者数（率）が増加す

る可能性があるほか，効率（費用対効果や単
位時間対効果）が悪化する可能性が示唆され
た．したがって，教育条件を設定する時には，
目的や目標，コストなどの経済的負担度につ
いて充分注意する必要があり，医学生理学的
指標だけでなく，経済学的指標なども考慮し，
プログラムを評価し，提案すべきである． 
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